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2018 年度 第 1回町田市自殺対策推進協議会  

 

1 日時 2018 年 5 月 10 日(木) 14 時 00 分～15 時 30 分 

 

2 場所 町田市庁舎 2階 会議室 2-1 

 

3 出席者 

 山田法律事務所弁護士 秋山一弘委員、特定非営利活動法人全国自死遺族総

合支援センターセンター会員弁護士 川合きり恵委員、特定非営利活動法人

東京多摩いのちの電話副理事長 早借洋一委員、八王子労働基準監督署町田

支署監督・安衛課長 真田暁委員、町田公共職業安定所 菅沼氏（町田公共

職業安定所次長宮島修委員代理）、警視庁町田警察署生活安全課長 荒井重之

委員、警視庁南大沢警察署生活安全課課長代理 比嘉健二委員、町田消防署

救急係長 黒澤氏（町田消防署警防課長伊藤聖悦委員代理）、町田市民生委員

児童委員協議会鶴川第一民生委員児童委員協議会会長 井上儀人委員、公益

社団法人東京都町田市歯科医師会副会長 長﨑敏宏委員、一般社団法人町田

市薬剤師会理事 安岡史紀委員、社会福祉法人町田市社会福祉協議会事務局

長 馬場昭乃委員、町田商工会議所総務部部長 八木満委員、町田市町内会

自治会連合会副会長 大川原久委員、町田市公立小学校長会町田市立藤の台

小学校長 三好浩一委員、町田市公立中学校長会町田市立南中学校長 大川

武司委員 

 

事務局 田中健康推進課長、古川健康推進課担当課長、健康推進課職員 2名 

 

4 資料 

【資料 1】2018 年度の町田市自殺対策推進事業年間スケジュール 

【資料 2-1】（仮称）町田市自殺対策計画（素案） 

【資料 2-2】町田市地域自殺実態プロファイル【概要版】 

【資料 2-3】町田市こころの健康に関する市民意識調査調査結果報告書 

【資料 3】組織別取り組み状況一覧 

【当日配布資料 1】町田市自殺対策推進協議会委員名簿 

【当日配布資料 2】座席表 

【当日配布資料 3】町田市自殺対策推進協議会設置要綱 

【当日配布資料 4】こころの健康づくりの取組調査（鉄道団体・学校） 

結果報告書 

【当日配布資料 5】町田市自殺総合対策基本方針 
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【当日配布資料 6】町田市事業の棚卸結果一覧 

【当日配布資料 7】自殺対策基本法の一部を改正する法律 概要 

【当日配布資料 8】自殺対策関連情報連絡先調査シート 

【当日配布資料 9】（仮称）町田市自殺対策計画（素案）意見シート  

 

5 議事要約 

（1）開会 

事務局より開会が宣言された。 

 

（2）報告事項 

① 事務局より「こころの健康づくりの取組調査（鉄道団体・学校）結果につ

いて」報告があった。 

 

（質疑） 

職務代理：鉄道団体について「郵送 4 通」とあるが、こちらの回答以外には、

どこがあるのか。 

事務局：東急電鉄・京王電鉄がある。 

 

② 事務局より「2018 年度の町田市自殺対策推進事業年間スケジュールにつ

いて」報告があった。 

 

（質疑） 

職務代理：私から 2点申し上げる。1点目に、2017 年 7 月に、自殺総合対策大

綱が閣議決定され、それに基づき、計画策定について、各自治体が同じよう

な作業をしていると思う。進捗状況と国が決めた期限があるのかどうかを共

有したいので、わかる範囲でご説明をお願いしたい。 

事務局：計画策定について、国からの説明では、「2018 年度中に策定すること

が望ましい」となっている。しかし、都内の自治体へのアンケート調査では、

約半数の自治体で 2018 年度の策定、残りの約半数の自治体では、来年度以

降の策定を予定している。 

職務代理：2点目に、この協議会の合間に、庁内連絡会を実施し、各関係セク

ションも自殺対策の検討が行われるということだが、ここにお集まりの関係

団体以外に、自殺に関わる地域団体や市民団体があるのか、そのような団体

からの意見聴取等をする可能性があるのかどうか、現状を聞きたい。 

事務局：現状では、ここにご参加いただいている団体以外にも、関連する団体

はある。例えば、高齢者支援の団体と、総合相談会に一緒に取り組むなどし
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ている。自殺に関わる視点は多岐にわたっているので、直接団体と調整する

場合もあれば、庁内連絡会等の協議を通じて、庁内関係部署と一緒に取り組

みを進める場合もあり、ケースバイケースである。 

 

（5）協議事項 

①事務局より「（仮称）町田市自殺対策計画（素案）について」報告があった。 

 

（質疑） 

委員：14 ページ（5）連携体制の構築のところで、「庁内では、庁内連絡会を

設置」と記載されているが、これについて、具体的な内容を教えていただき

たい。 

事務局：これまで、庁内連絡会を通して具体的な取り組みを進めてきた例とし

ては、福祉総務課が民生委員と協力し、民生委員の切り替えのタイミングに

ゲートキーパー研修を受けられるように調整することをしてきた。また、子

ども関係の部署の職員を対象としたゲートキーパー研修を進めることもし

ている。特に学校関係については、指導課と協力して教員を対象にした自殺

防止に向けた取り組みを積極的に行える体制を、庁内連絡会の担当者と整え

ることができたと思っている。広報についても、庁内の関係部署を通じて、

関係する方々に自殺対策の一環として「悩みの相談先一覧」やクリアファイ

ルを配布し、周知を進めることができたと考えている。 

委員：1点目は、5ページの基本理念のところで、一見すると、「○○のないま

ち」という形で、理念が否定形で示されており、珍しいと感じた。強烈な印

象を受けたが、このような形にした理由を教えていただきたい。 

2 点目は、12 ページ（7）「自殺者の手段」で、このような統計をとり、どの

ように活用していくのか、イメージがつかめないため、ご説明いただきたい。 

事務局：1点目の基本理念に関しては、自殺対策基本法の改正を参考にしてい

る。目的規定や基本理念が追加されたが、その 1 つとして、「都道府県と市

町村は、それぞれ自殺対策計画を策定すること」と書いてある。それに基づ

き取り組んでいるのだが、目的規定の中で改定した文言の中の 1 つに、「誰

も自殺に追い込まれることのない社会の実現をめざして」という文言がある。

そこを「まち」に置き換え、理念とした。 

2 点目の 12 ページ（7）については、手段の部分は、地域自殺実態プロファ

イルの中の情報を提示している。これを具体的にどのような対策につなげる

のかは、全体的な議論が必要になると思う。例えば、「飛込み」という手段

に関して、このような数値がでているので、鉄道事業者へ相談をするという

ようにつなげていくことができると考えている。 
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委員：今の基本理念に関して、目的としては「追い込まれることのないまち」

という表現はよいと思うが、法律も目的と理念を分けているので、違和感を

覚えることも納得できる。基本理念については再度検討するとよいと思う。 

また、（仮称）となっているが、もし、お考えの名称があれば教えていただ

きたい。 

事務局：基本理念については、今後も検討していきたい。 

名称が「（仮称）町田市自殺対策計画」となっているが、国から示されてい

る策定の手引きでは、例えば、「自殺対策計画」ではなく、包括的な「いの

ち支える（区市町村名）自殺対策行動計画」というような表現もあった。こ

れに関しては、この会議や庁内関係者からも、町田市の他計画と区別してわ

かるような名称や、他市と比較した時にわかりやすい名称がよいという意見

もあるので、今後調整し、広く周知できる形に決めていきたいと考えている。 

委員：第 3 章の基本施策に【重点】が掲げられており、（1）「住民への啓発と

周知」とある。前回会議のときから申し上げているが、ゲートキーパーの講

習を重ねることで、講習を受けた方の多くの目で異変に気付く場合が多くな

ると思う。重点課題に「自殺対策に関する情報提供の強化」を挙げるより、

「積極的にゲートキーパー講習を実施することで、多くの目を養う」という

ことを、重点にしたほうがよいと思う。 

職務代理：（1）③「市民を対象にしたゲートキーパーの養成」が非常に重要な

ので、順番や書き方も含めて工夫をしてほしいという意見である。 

委員：第 3章の基本目標のところに「生きることの促進要因を増やす」と「生

きることの阻害要因を減らす」とあるが、この 2つの割り振りはどのように

行ったのか。また、「若年層対策の推進」は、生きることの促進要因なので

はないかと疑問に思ったのだが、どうお考えか。 

事務局：促進要因と阻害要因の切り分け方により、どちらにでも入り得ると思

うが、「生きることの促進要因を増やす」という部分は、広報周知や精神的

ケアの部分が多いと思う。逆に、基本目標 2 の「生きることの阻害要因を減

らす」というところでは、より専門的に様々な分野に関するところで、こち

らに振り分けている。 

職務代理：完全にこのような目標の下に、すべてを置くことはできない中で、

どのように見せていくのかということだと思う。 

事務局：補足として、この計画を策定するにあたり、厚生労働省から各都道府

県と市町村に示されている「計画策定の手引き」があるが、その中で、これ

に近い振り分け方をしている部分があるので、そこも参考にしている。 

委員：この計画を策定した後、市民に配布したり、ホームページに掲載したり

するか。 
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事務局：予定している。  

委員：そうであれば、先ほど、ゲートキーパー養成が重要だという話もあり、

ゲートキーパー養成講座を受けた感想や活用例を盛り込むことも 1 つの方

法だと思う。 

職務代理：今のご意見を聞いて、感じたことを述べると、ゲートキーパー養成

講座を受けどのように感じたのかという意見を載せることは、啓発という意

味では非常にすばらしいと思うが、先ほどのアンケートにみられるように、

自殺の問題を自分の問題ではないと思われている市民の方が、まだたくさん

いらっしゃる。そのような中では、自殺予防や自殺をめぐる活動内容を、よ

り多く知っていただくことが、計画に興味を持つきっかけになるのではない

かと思う。例えば、自殺された方の周囲のケアという観点から、自死遺族の

会がどのような活動をしているのか、あるいは自殺された方のご家族がどの

ような気持ちでいるのかということ、また、9月の自殺対策予防週間と 3月

の自殺対策強化月間等で、市がどのような取り組みをしているかを、コラム

的に具体的に載せることで、より身近に感じていただけると思う。ご出席の

委員のみなさんの各組織での取り組みも含め、ぜひ多くの活動内容を載せて

いただけるとよいと感じたので、補足させていただく。 

事務局：今のご意見にあったような事例や他の取り組みで効果を上げている対

策等を盛り込んでいけるように、考えていきたいと思う。 

 

（6）情報交換 

自殺対策に関する取組状況について、委員間で情報交換を行った。 

 

委員：資料 3にもあるように、町田市教育委員会指導課から各小中学校に、ア

ンケートを毎月月末にとるように指導を受けている。問題がでてきた場合は、

まず担任が話をする。その上で、なかなか厳しい状況だと判断すれば、スク

ールカウンセラーにつなげる方向をとる。本校では、これ以外に「子どもた

ちの見守り活動」を行っている。子どもたちの変化に少しでも早く気付くた

めである。例えば、朝の登校時に、あいさつ運動ということで、各学年 2

名くらいの職員が正門に立ち、子どもたちの様子をみている。いつもと様子

が違うと感じる場合は担任に伝え、さらに気になる場合はご家庭に連絡する

場合もある。10 分休みや昼休みの時間には、子ども同士の喧嘩がないよう

に見守りながら、子どもたちと会話をするが、思いのほか、子どもから相談

を受けることがある。下校時は、部活動の顧問が全員、下校指導ということ

で校門に立ち、子どもたちの様子をみている。中学校としては、子どもの変

化をいかに早く知るかということと、必要であれば、相談機関やスクールカ
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ウンセラーにつなげていくということに取り組んでいる。今年度 4月に、町

田市教育委員会指導課から、「学校の先生には相談できない場合もあるかも

しれない」ということから、相談機関の一覧表が配られたので、全校配布し

た。学校だよりの裏面に印刷し、子どもたちだけでなく、保護者にも情報が

届くようにした。Ａ4版で、東京都、町田市、児童相談所等の連絡先が載っ

ている。 

委員：小学校でも指導課の指導に基づき、このアンケートを毎月末にとってい

る。小学校の場合は、直接自殺に結びつくというよりも、不登校やいじめに

関すること等、子どもたち同士の問題、また、家庭状況に関する問題が対象

になる。家庭状況については、児童相談所とも関わり、また、スクールソー

シャルワーカーやスクールカウンセラーと連携し、子どもたちの生活の様子

等について確認する校内委員会をもち、毎月か学期に 2、3 回、話し合いを

している。 

また、毎週、生活指導集会に取り組み、気になる児童の様子等も話し合いの

場に出して、情報交換している。最近、様子がおかしいと感じられる子ども

に関しては、校内委員会を通して話を進める。このようなことは、私どもの

学校だけでなく、他の小学校でも取り組んでいることだと思う。 

最近は、学校だけではわからないことも多くなり、スクールソーシャルワー

カーやスクールカウンセラーとの連携、関係諸機関との連携も非常に大事に

なってきている。子どもたちの悩みも複雑化する傾向にあり、学校に来たく

ない理由も、単に友達関係のはっきりとしたトラブルだけではなく、精神的

なものや家庭状況の変化も含まれている場合が多くなっている。そのような

意味では、子どもの様子を注意深くみて、子どもが 3日以上休めば、何かあ

るかもしれないと考えるようにしている。 

委員：現在、町田市では 10 地区の地区協議会というものを立ち上げている。

本年度は、各地区において、最低 1回ゲートキーパー養成講習を実施してい

ただき、数多くの心得をもった方の養成をしていきたいと考えている。 

委員：当所としては新しいことは実施していないが、資料に記載されているよ

うに、引き続き、市内の中小企業向けの健康診断を実施し、その中でストレ

スチェックの受診をしていただくように啓蒙活動をしていく。また、セミナ

ーに関しても継続して、メンタルヘルス関係、労務関係の経営者向け、従業

者向けのセミナーを実施していく。 

委員：社会福祉協議会は、資料 3に 5項目を載せているが、4項目と 5項目に

ついて説明する。4項目の「心配ごと相談」は電話で受けており、年度の件

数は減少傾向にある。5項目の「こころのナビゲーション」はインターネッ

トを利用するのだが、利用件数が約 30％増加している。ただ、閲覧件数は
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多くても、なかなか新しい相談は少なく、新しい項目は増えていない。直近

では、今年の 3 月に「最近 LINE が面倒だ」という相談があったため、それ

についての回答を載せている。 

委員：薬剤師会では、資料 3の記載の通り、継続の事業を行っており、薬局に

薬をもらいにきた方へ医療関係の相談、紹介を行っている。薬に限らず、健

康相談をするために来られる方もおり、不眠や不安等が続く方には受診勧奨

をしている。 

また、昨年度も行った健康づくりフェアへの出展や、小中学校の薬物乱用防

止教室も行いたいと考えている。 

委員：資料 3に記載されている通り、今年度も継続して取り組んでいきたいと

考えている。ゲートキーパー養成講座等の情報があれば、会にお知らせくだ

されば、周知させていただく。 

委員：私どもは、70 歳以上の単身者、75 歳以上の高齢者を、毎年、全戸訪問

している。民生委員は 227 名いる。 

また、児童相談所、子ども家庭支援センターと協力し、子どもの見守りを実

施しており、常に対応している。 

生活保護者の家庭に月 1回訪問し、その家庭状況を確認し、どのようになっ

ているのか把握するようにしている。 

職務代理：高齢者への全戸訪問だが、いきなり出向くと「何をしに来たのだ」

という反応をされる場合もあるかと思う。民生委員は、身分証明書のような

ものを持参して訪問しているのか。 

委員：民生委員の身分証明書を持参して訪問している。新規の方には不審がら

れることもあるが、2年、3年と続けていると、「また、来たね」と話が進み、

滞在時間も長くなる傾向にある。 

委員代理：自殺対策に積極的に取り組む施策はない。ただ、救急の現場で、そ

のような方に接触することは普段から濃厚にある。そのような場合、自傷の

疑いがあれば警察と、高齢者であれば高齢者福祉課と、生活保護の方であれ

ば生活援護課というように、必ずどこかの機関と連携し、その後のフォロー

につなげていくようにしている。そのようなことを意識して活動し、「これ

で引き揚げます」というような活動は可能な限りしないように心掛けている。 

委員：警察においては、通常業務を通じて、自殺、自傷の疑いのあるものに関

しては、精神保健福祉法に基づき、保健所に通報している。また、生活相談

で、自殺に関する相談も受ける形をとっている。今のところ、警察で自殺に

関する特別な施策はないが、通常業務を通じて情報収集を行っている。 

委員：「自殺をさせないように周囲で見守りながら」という考え方だと思うが、

現実的に、警察の取り扱い業務の中では、実際に自殺をしてしまった方や自
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殺企図者、未遂で終わった方を取り扱っており、その後、どのようにつなげ

ていったらよいのか非常に悩む。 

今朝も、アルコール依存関係で保護した事例があった。自傷の可能性がある

ので、本来であれば精神保健福祉法 23 条通報をするのだが、飲酒検知をす

るとアルコールが残っていることが判明した。そのため、精神保健福祉法

23 条通報をしても受理されない。保護すると、腰の痛みを訴え始めたが、

救急要請は拒否するということだった。警察としては、自殺をほのめかす人

を認知した場合、現実的に引き継ぐ場所がない。一時保護の時間は 24 時間

という制限があるが、警察として大変苦慮している。 

自殺をほのめかす方を受け入れていただけるような施設がすぐに見つかれ

ばよいのだが、なかなか難しく、実際にどのようにすればよいのか教えてい

ただけるところがあると、大変助かる。 

委員代理：ハローワークは、職業相談や紹介をする機関である。窓口の者に聞

くと、「自殺を考えている方は、窓口には来ないだろう」ということで、「仮

に来た場合でも、それを言うのかどうか、疑問である」ということだった。

ただ、もし、そのような発言があれば、どこにつないでいくのかが重要にな

ると思う。連絡機関、連携できるところを教えていただけると、大変助かる。 

自殺対策そのものの事業はないが、この一覧にあるように、生活保護受給者

の就労促進事業というものがあり、町田市の生活保護の担当部署の方とも連

携している。 

また、町田市庁舎の一角をお借りし、「就労サポートまちだ」という窓口も

開設している。引き続き連携させていただきたいと考えている。 

委員：現在、町田支署だけでなく、全国のどこの監督署でも取り組んでいる主

要課題がある。働き方改革ということで、主要施策が長時間労働の削減と過

重労働防止となっている。過重労働防止の中には、当然、過労死が含まれ、

過労死の中には過労自殺というものが含まれている。過労死や過労自殺の防

止に加え、それに関連して精神疾患になり、労災申請される場合も非常に増

えている。それに対応して、メンタルヘルス対策というものを推進している

状況である。 

監督署では自殺対策という名目で行っている施策はないが、かなり似通った

ものとして、メンタルヘルス指針の中でのこころの健康づくり計画の策定も

当然指導している。ストレスチェックを法令上従業員 50 名以上の企業につ

いては義務として指導している。働き方改革に関連して推進している事業だ

が、自殺対策の取り組みにかなり似通った部分もあると思う。 

現在の行政の課題として、働き方改革に関連して、このような取り組みをぜ

ひ知っていただき、理解していただくことが非常に重要だと考えている。つ
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いては、各団体の会員の方、取り組みを考えておられる対象の方について、

講習会やイベント開催の際には、ぜひ町田支署だけでなく、どこの監督署で

も結構なので、お声をかけていただければ、講師派遣させていただく。何と

ぞ、労働基準行政の施策についてご理解をいただいた上で、ご協力いただけ

れば幸いである。 

委員：自死遺族の方たちとの間で、分かち合いの会を定期的に開催したり、相

談会を開催したりしている。相談会を開催する際には連携をしていく形で、

社会労務士、弁護士等、専門家の方たちに相談する活動をしている。 

委員：個人で弁護士業をしており、特に組織としての活動はしていないが、日

本弁護士会の活動として、全国的に自治体と弁護士会との連携が進んでいる。

特に、新潟県と新潟県の弁護士会は、法律相談等を通じ、積極的に取り組ん

でいる。東京は 3つの弁護士会があり、ややこしいが、町田市でも連携先と

して弁護士会をお考えいただければよいと思う。 

職務代理：電話相談を重視しており、現在、150 名の相談員が従事しているが、

徐々に相談員が減ってきている。完全無償のボランティアだが、研修がかな

りあり、相談員になりたいということで申し込まれると、9 月から始まる 1

年半の研修を受けなければ、電話の前に座れない。当然、途中で辞める方も

いる。大変厳しい研修ということである。 

今、若者の相談は、電話よりもＳＮＳに傾いているようで、大変関心をもっ

ている。場合によっては、町田市社会福祉協議会にお話を聞かせていただき

に行きたいと考えている。 

 

（7）その他 

事務局より、当日配布資料 8に基づき、自殺対策関連情報連絡先調査シート

についての説明と、次回及び 2018 年度の町田市自殺対策推進協議会開催日程

について説明があった。 

 

（8）閉会 

事務局より、閉会が宣言された。 


